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第48回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、
法 令 及 び 当 社 定 款 の 定 め に よ り 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス  
http://www.asahi-rubber.co.jp）に掲載することにより株主の皆様へご提供
しております。
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　　連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　５社
・連結子会社の名称　　　　　　　　ARI INTERNATIONAL CORPORATION

株式会社 朝日ＦＲ研究所
朝日橡膠（香港）有限公司
東莞朝日精密橡膠制品有限公司
朝日科技（上海）有限公司

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

③　議決権の過半数を所有しているにもかかわらず子会社としなかった会社等の状況
　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法を適用しない関連会社１社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
　該当事項はありません。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちARI INTERNATIONAL CORPORATION、朝日橡膠（香港）有限公司、
東莞朝日精密橡膠制品有限公司及び朝日科技（上海）有限公司の決算日は12月31日であり
ます。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、
2018年１月１日から連結決算日2018年３月31日までの期間に発生した重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を行っております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）
　なお、組込デリバティブを区分して測定すること
ができない複合金融商品については、複合金融商品
全体を時価評価し、評価差額を当期の損益に計上し
ております。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
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ロ．たな卸資産
・製品・原材料及び仕掛品　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
　　　　（リース資産を除く）

主として定率法及び一部の建物（附属設備を除く）
は定額法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法

ロ．無形固定資産
　　　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定
額法

・その他　　　　　　　　　　　　定額法
ハ．リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

ロ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社及び国
内連結子会社は、内規に基づく必要額を計上してお
ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、2016年７月19日開催の取締役会において、
役員退職慰労引当金の新規積立を停止しました。こ
れにより、同日以降については引当計上は行ってお
りません。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

　ロ．退職給付に係る会計処理の方法　従業員の退職給付に備えるため、当社及び一部の連
結子会社は、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産額に基づき計上しております。　　
　なお、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており
ます。
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　ハ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
　なお、在外子会社の資産及び負債は、子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めて計上しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「補助金収入」
（前連結会計年度1,677千円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記
することとしました。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建物及び構築物 807,173千円
土地 873,112千円

計 1,680,286千円
　上記の物件は、長期借入金1,233,600千円（一年内返済予定の長期借入金を含む）の担
保に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 6,088,844千円
⑶　国庫補助金等による圧縮記帳額

　国庫補助金等による圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物及び構築物 553,835千円
機械装置及び運搬具 261,002千円
土地 19,300千円
有形固定資産その他 83,094千円
　　　計 917,232千円

⑷　財務制限条項
①当社の2016年４月28日付タームローン契約（当連結会計年度末借入金残高622,228千

円）には、下記の財務制限条項が付されております。
　イ．各年度決算期末日の連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2015年３月

決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日に
おける純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　ロ．各年度決算期末日の連結損益計算書において、経常損益の金額を零円以上に維持する
こと。

　なお、１項目以上に抵触した場合、当社は借入先から貸付金利を引き上げられる義務を負
っております。
　また、同一項目に２期連続して抵触した場合は、一切の債務について期限の利益を失い、
直ちにその債務全額を返済することになっております。

②当社の2017年８月25日付タームローン契約（当連結会計年度末借入金残高44,169千円）
には、下記の財務制限条項が付されております。
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　イ．各年度決算期末日の連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2017年３月
決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日に
おける純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　ロ．各年度決算期末日の連結損益計算書において、経常損益の金額を零円以上に維持する
こと。

　なお、１項目以上に抵触した場合、当社は借入先から貸付金利を引き上げられる義務を負
っております。
　また、同一項目に２期連続して抵触した場合は、一切の債務について期限の利益を失い、
直ちにその債務全額を返済することになっております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,618千株 －千株 －千株 4,618千株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2017年６月22日開催の第47回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 59,118千円
・１株当たり配当金額 13円
・基準日 2017年３月31日
・効力発生日 2017年６月23日

（注）2017年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ
信託口が保有する当社株式に対する配当金665千円が含まれております。

2017年11月9日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 27,285千円
・１株当たり配当金額 ６円
・基準日 2017年９月30日
・効力発生日 2017年12月６日

（注）2017年11月９日取締役会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託
口が保有する当社株式に対する配当金252千円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　2018年６月26日開催の第48回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 63,665千円
・１株当たり配当金額 14円
・基準日 2018年３月31日
・効力発生日 2018年６月27日
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（注）2018年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ
信託口が保有する当社株式に対する配当金499千円が含まれております。

５．金融商品に関する注記

⑴　金融商品の状況に関する事項
　当社グループの資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入
により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客信用リスクは、社内規程に沿って債権管理を行い、リスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、四半期ごとに時価の把
握を行っております。
　支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんどが１年以内の支払期日です。また、長期
借入金の使途は長期運転資金、設備投資資金及び従業員持株ＥＳＯＰ信託導入に伴う、当社
株式の取得資金であります。
　デリバティブ取引は、社内規程に従って行っており、投機的な目的での取引は行わない方
針であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

連結貸借対照表計
上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 2,849,564千円 2,849,564千円 －千円
⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,762,366千円 1,762,366千円 －千円
⑶ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 784,300千円 784,300千円 －千円
資産計 5,396,231千円 5,396,231千円 －千円

⑴ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 460,512千円 460,512千円 －千円
⑵ 電 子 記 録 債 務 987,093千円 987,093千円 －千円
3 長 期 借 入 金 3,149,257千円 3,150,819千円 1,562千円

負債計 4,596,863千円 4,598,426千円 1,562千円
（注）１．　現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、電子記録債務は短

期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。
　投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は
取引金融機関等から掲示された価格によっております。
　借入金の時価は、同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
関係会社株式（※） 2,500千円

（※）関係会社株式については、市場価値がなく、時価を把握する事が極めて困難と認めら
れていることから、時価開示の対象としておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
①　１株当たり純資産額 958円48銭
②　１株当たり当期純利益 101円98銭
（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。
　また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控
除する自己株式に含めております。

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社及び関連会社株式　　　　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）
　なお、組込デリバティブを区分して測定すること
ができない複合金融商品については、複合金融商品
全体を時価評価し、評価差額を当期の損益に計上し
ております。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品・原材料及び仕掛品　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法及び一部の建物（附属設備を除く）は定額法
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定
額法

・その他　　　　　　　　　　　　　定額法
③　リース資産　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法
⑷　引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産額に基づき計上して
おります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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③　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づ
く必要額を計上しております。　　　　　　　　　
　なお、2016年７月19日開催の取締役会において、
役員退職慰労引当金の新規積立を停止しました。こ
れにより、同日以降については引当計上は行ってお
りません。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
　（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「補助金収入」（前事業年
度1,677千円）は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建物 807,173千円
土地 873,112千円

計 1,680,286千円
　上記の物件は、長期借入金1,233,600千円(一年内返済予定の長期借入金を含む）の担
保に供しております。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 5,730,935千円
⑶　国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等による圧縮記帳額は次のとおりであります。
建物 500,925千円
構築物 52,909千円
機械及び装置 261,002千円
工具器具及び備品 83,094千円
土地 19,300千円

計 917,232千円
⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 85,305千円
②　短期金銭債務 2,788千円

⑸財務制限条項
①当社の2016年４月28日付タームローン契約（当事業年度末借入金残高622,228千円）に
は、下記の財務制限条項が付されております。
　イ．各年度決算期末日の連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2015年３月

決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日に
おける純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　ロ．各年度決算期末日の連結損益計算書において、経常損益の金額を零円以上に維持する
こと。
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　なお、１項目以上に抵触した場合、当社は借入先から貸付金利を引き上げられる義務を負
っております。
　また、同一項目に２期連続して抵触した場合は、一切の債務について期限の利益を失い、
直ちにその債務全額を返済することになっております。

②当社の2017年８月25日付タームローン契約（当事業年度末借入金残高44,169千円）に
は、下記の財務制限条項が付されております。
　イ．各年度決算期末日の連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2017年３月

決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日に
おける純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

　ロ．各年度決算期末日の連結損益計算書において、経常損益の金額を零円以上に維持する
こと。

　なお、１項目以上に抵触した場合、当社は借入先から貸付金利を引き上げられる義務を負
っております。
　また、同一項目に２期連続して抵触した場合は、一切の債務について期限の利益を失い、
直ちにその債務全額を返済することになっております。

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 321,066千円
②　仕入高 329,934千円
③　販売費及び一般管理費 130,045千円
④　営業取引以外の取引高 11,955千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 122千株 －千株 15千株 106千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式（当
事業年度末35千株）を含めて表示しております。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、従業員持株ＥＳＯＰ信託口から従業員持株会
への売却によるものであります。

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金178,724千円であります。
　繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金71,451千円であります。
　なお、繰延税金資産純額は173,823千円であります。
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７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 853円08銭
⑵　１株当たり当期純利益 78円68銭

（注）従業員持株ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、
期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。

　　　　また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控
除する自己株式に含めております。

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

10．その他の注記
　該当事項はありません。
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